
場
要
求
の
反
映
と
と
り
く
み

の
成
果
で
す
。
（
別
表
参
照
）

焦
点
と
な
っ
て
い
た
部
活

動
指
導
手
当
の
削
減
提
案
を

め
ぐ
っ
て
は
、
そ
れ
ま
で
の

交
渉
で
１
日
４
時
間
以
上
業

務
に
従
事
し
た
場
合
、
３
６

０
０
円
を
支
給
す
る
経
過
措

置
を
２
年
間
設
け
る
と
し
た

回
答
を
示
し
て
い
ま
し
た
が
、

「
部
活
動
指
導
は
教
職
員
が

責
任
を
持
っ
た
業
務
、
見
合

っ
た
対
価
を
支
払
う
の
が
本

筋
。
経
過
措
置
を
講
ず
る
の

で
あ
れ
ば
そ
の
間
に
負
担
軽

減
を
す
す
め
る
と
と
も
に
、

手
当
引
上
げ
、
１
時
間
か
ら

の
支
給
を
」
と
強
く
求
め
ま

し
た
。
引
き
続
く
課
題
で
す
。

割
振
り
変
更
の
対
象
業
務

に
つ
い
て
、
新
た
に
、
「
児
童

生
徒
の
引
率
業
務
」
と
「
入

学
式
、
卒
業
式
な
ど
の
儀
式

的
行
事
の
業
務
及
び
事
前
準

備
業
務
」
を
加
え
る
と
し
た

回
答
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
地

域
行
事
へ
の
参
加
や
職
場
体

験
な
ど
の
「
引
率
」
も
含
ま

れ
ま
す
。
ま
た
、
「
儀
式
的
行

事
」
に
は
開
校
記
念
行
事
や

開
閉
校
式
典
、
そ
の
準
備
業

務
も
含
ま
れ
ま
す
。
割
振
り

変
更
対
象
業
務
は
、
こ
れ
で

業
務
に
な
り
ま
す
。
教
育

13長
は
「
丁
寧
に
周
知
す
る
」

と
し
て
お
り
、
現
場
で
の
確

認
も
大
切
に
な
り
ま
す
。

超
過
勤
務
解
消
に
つ
い
て

「
負
担
軽
減
に
努
め
る
」
と

し
た
も
の
の
、
そ
の
具
体
策

が
見
え
ま
せ
ん
。
働
き

方
問
題
は
教
育
の
問
題

で
も
あ
る
と
い
う
視
点

か
ら
、
超
過
勤
務
の
背

景
や
根
本
要
因
を
問
い

直
す
べ
き
こ
と
、
そ
の

た
め
現
場
の
実
態
や
声

が
き
ち
ん
と
反
映
さ
れ

る
仕
組
み
づ
く
り
が
肝

要
で
あ
る
こ
と
を
強
く

訴
え
ま
し
た
。

２０１９年１月３１日 第１２号
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発
行

国
際
人
権
Ａ
規
約
13

条
・
無
償
教
育
条
項
の

世
界
史
的
背
景
を
素
描

し
て
み
よ
う
。

紀
元
前
の
古
代
ギ
リ

シ
ャ
で
は
、
教
育
で
報

酬
を
稼
ぐ
ソ
フ
ィ
ス
ト

（
詭
弁
学
派
）
に
対
抗

し
、
一
群
の
哲
学
者
・

教
育
者
が
無
償
の
学
園

を
開
き
（
ソ
ク
ラ
テ
ス
、

プ
ラ
ト
ン
の
ア
カ
デ
メ

ア
、
ア
リ
ス
ト
テ
レ
ス

の
リ
ュ
ケ
イ
オ
ン
）、
無

償
教
育
思
想
の
源
流
と

みわ・さだのぶ

1937年生まれ。専門は教育

行政学。著書に、『無償教育

と国際人権規約』(新日本

出版社)『教育の明日を拓

く』(かもがわ出版社)ほか

多数。

教育はなぜ無償でなければならないか
全教発行『クレスコ』2０18年10月号に掲

載の三輪氏の文章の転載。最終です。

無
償
教
育
の
思
想
史

な
る
。

イ
ギ
リ
ス
の
法
律
家
・
思
想
家
の
ト

マ
ス
・
モ
ア
は
『
ユ
ー
ト
ピ
ア
』
（
１

５
１
６
年
）
で
、
プ
ラ
ト
ン
『
国
家
論
』

を
ふ
ま
え
て
英
国
社
会
を
痛
烈
に
批
判

し
て
理
想
社
会
を
構
想
し
、
後
に
「
空

想
的
社
会
主
義
」
の
先
駆
者
と
評
さ
れ

た
。
そ
れ
は
、
「
精
神
の
自
由
な
活
動

と
教
養
」
こ
そ
「
人
生
の
幸
福
」
の
頂

点
で
あ
る
と
し
、
「
幸
福
な
生
活
を
営

む
権
利
」
の
平
等
な
保
障
の
た
め
、
子

ど
も
時
代
の
ほ
か
、
労
働
時
間
を
一
日

６
時
間
以
下
に
し
て
一
生
学
習
を
続

け
、
「
拝
金
主
義
」
と
無
縁
な
「
学
問

的
教
養
に
富
ん
だ
知
識
人
」
が
民
主
的

平
和
的
国
家
を
支
え
る
と
い
う
理
想
社

会
論
で
あ
る
。

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
プ
ラ
ト
ン
を
高
く

評
価
し
た

世
紀
の
思
想
家
Ｊ
・
Ｊ
・

18

ル
ソ
ー
の
思
想
全
般
か
ら
影
響
を
受
け

た
フ
ラ
ン
ス
革
命
期
の
憲
法
（
１
７
９

１
年
）
が
「
無
償
の
公
教
育
が
組
織
さ

れ
る
」
と
定
め
た
。
２
月
革
命
期
の
憲

法
草
案
（
１
８
４
８
年
）
は
、
「
教
育

権
は
す
べ
て
の
市
民
を
全
面
的
に
発
達

さ
せ
る
権
利
」
、「
労
働
権
の
本
質
的
保

障
は
無
償
教
育
」
と
規
定
し
た
。
そ
こ

に
は
、
ル
ソ
ー
の
思
想
を
継
承
す
る

ら
の
「
科
学
的
社
会
主
義
」
の
理
論
が

反
映
し
て
い
た
。
彼
ら
の
著
作
『
共
産

党
宣
言
』（

月
革
命
の
数
週
間
前
に
出

2

版
）
は
、「
す
べ
て
の
子
ど
も
の
公
共
無

償
教
育
」
、
「
各
人
の
自
由
な
発
展
が
万

人
の
自
由
な
発
展
の
条
件
と
な
る
よ
う

な
、
社
会
組
織
が
生
ま
れ
る
」
な
ど
と

述
べ
て
い
る
。

世
紀
初
頭
、
ド
イ
ツ
の
ワ
イ
マ
ー

20
ル
憲
法
（
１
９
１
９
年
）
は
、「
小
学
校

お
よ
び
上
級
教
育
学
校
の
授
業
料
、
学

用
品
は
無
償
」、「
学
資
補
助
」、
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
憲
法
（
１
９
１
９
年
）
は
「
無

償
の
教
育
を
受
け
る
権
利
」（
現
行
憲
法

に
継
承
）、
ソ
ビ
エ
ト
連
邦
憲
法
（
１
９

３
６
年
）
は
「
教
育
を
受
け
る
権
利
」

と
「
あ
ら
ゆ
る
種
類
の
教
育
の
無
償
制
」
、

「
給
費
制
」
、
「
勤
労
者
の
無
償
教
育
」

を
定
め
た
。

(

裏
面
に
続
く)

最
終

三
輪
定
宣

氏
●
千
葉
大
学
名
誉
教
授
、
無
償
教
育
を
す
す
め
る
会
会
長

マ
ル
ク
ス
、

エ
ン
ゲ
ル
ス

最終交渉に臨む道教組役員=左から川村委員長・斎藤書記長・新保副委員長

2019年度 定員・教育予算最終交渉

経
過
措
置
設
け
る
も
実
質
引
下
げ

「
引
率
」「
儀
式
的
行
事
」
も
対
象
に

「働き方改革」現場合意で「働き方改革」現場合意で

部
活
指
導
手
当

１ 部活動指導手当は「４時間３６００円」から「３時間２７００円」に引き下げ

1) 1日の単価を３時間以上２７００円に引き下げ。

2) 但し、2年間に限り、4時間以上指導業務を行った場合3600円を支給。

２ 割振り変更対象業務に「児童生徒の引率業務」「儀式的行事の業務及

びその事前準備業務」を追加

1) 「引率業務」は、部活動のほか、地域行事への参加、職場体験、大学や

専門学校の説明会における引率業務などを含む。

2) 「儀式的行事」は、入学式、卒業式、周年行事、開閉校式典やその事

前準備業務などを含む。

３ 次年度の人事異動の赴任旅費について、知事部局と連携しながら適切

に対応。単身赴任手当の支給要件の緩和に向け検討

４ 次年度より一般職非常勤の結婚休暇は定数内職員と同様５日に、特別

職非常勤の結婚休暇の新設、忌引休暇の適用範囲を拡大

５ 障害を有する職員に対する早出遅出勤務と休憩時間の弾力的な設定

について、次年度導入に向け検討

割
振
変
更
業
務

定員・教育予算交渉結果

「
働
き
方
改
革
」
を
答
申
中教審

中
央
教
育
審
議
会
は

日
、

25

教
員
の
長
時
間
勤
務
の
是
正
に

向
け
た
答
申
を
確
定
し
、
柴
山

昌
彦
文
科
大
臣
に
答
申
し
ま
し

た
。
教
職
員
定
数
の
改
善
や
「
給

特
法
」
の
見
直
し
な
ど
予
算
が

伴
う
施
策
は
見
送
り
、
専
ら
業

務
の
効
率
化
や
削
減
に
集
約
さ

れ
た
内
容
で
す
。

最
大
月
１
０
０
時
間
未
満
ま

で
の
超
過
勤
務
を
認
め
る
「
勤

務
時
間
の
上
限
に
関
す
る
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」
も
決
定
。
現
場
の

願
い
か
ら
か
け
離
れ
た
も
の
で
、

深
刻
な
問
題
と
矛
盾
を
孕
ん
で

い
ま
す
。

（
裏
面
に
関
連
記
事
）

道
高
教
組
と
道
教
組
は

日
、
佐
藤
嘉
大
教
育
長

25の
出
席
の
も
と
、
定
員
・

教
育
予
算
交
渉
を
行
い
ま

し
た
。
全
道
か
ら
組
合
員

が
か
け
つ
け
、
交
渉
を
見

守
り
ま
し
た
。

臨
時
教
職
員
の
休
暇
制

度
の
改
善
、
障
害
の
あ
る

職
員
の
勤
務
の
弾
力
的
運

用
、
単
身
赴
任
手
当
の
支

給
要
件
の
緩
和
、
人
事
異

動
に
伴
う
赴
任
旅
費
の
特

例
扱
い
、
部
活
動
指
導
手

当
削
減
の
経
過
措
置
、
割

振
り
変
更
対
象
業
務
の
拡

大
な
ど
、
一
定
の
前
進
回

答
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
現



教
員
の
働
き

方
改
革
の
答
申

を
ま
と
め
た
25

日
の
中
央
教
育

審
議
会
で
、
文

科
省
が
提
示
し

た
「
公
立
学
校

の
教
師
の
勤
務

時
間
の
上
限
に

関
す
る
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
」(

別
掲)

も
確
認
さ
れ
ま

し
た
。
在
校
し

て
仕
事
を
す
る

時
間
な
ど
「
外

形
的
に
把
握
す
る
こ
と

が
で
き
る
時
間
を
対
象
」

に
「
勤
務
時
間
」
を
把

握
し
、
所
定
時
間
を
超

え
る
時
間(

い
わ
ゆ
る
時

間
外
勤
務)

に
つ
い
て
上

限
を
設
け
る
も
の
で
す
。

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、

所
定
外
勤
務
時
間
に
つ

い
て
、
そ
の
上
限
を
月

４
５
時
間
、
年
３
６
０

時
間
を
原
則
と
し
ま
す
。

一
方
、
「
特
別
な
事
情
」

が
生
じ
た
場
合
は
月

１
０
０
時
間
、
年
７

２
０
時
間
ま
で
認
め

ま
す
。
複
数
月
連
続

す
る
場
合
で
も
月
平

均
８
０
時
間
で
す
。

こ
れ
は
、
厚
労
省
が

示
す
「
過
労
死
ラ
イ
ン
」
で
す
。
働

き
過
ぎ
を
規
制
す
る
た
め
の
基
準
と

は
到
底
な
り
得
ま
せ
ん
。

公
立
学
校
教
員
の
給
与
を
定
め
た

「
給
特
法
」(｢

公
立
の
義
務
教
育
諸
学

校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特

別
措
置
法｣)

は
、
特
別
な
場
合
を
除

き
時
間
外
勤
務
を
禁
じ
て
お
り
、
従

っ
て
手
当
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。
に

も
か
か
わ
ら
ず
過
労
死
ラ
イ
ン
ま
で

の
勤
務
を
認
め
る
こ
と
は
、
余
り
に

現
場
教
職
員
の
実
態
を
無
視
し
た
も

の
で
す
。

２
０
０
７
年
６
月
、
横
浜
市
の
中

学
校
教
員
だ
っ
た
工
藤
義
男
さ
ん

は
、
激
務
の
果
て

歳
の
若
さ
で

40

亡
く
な
り
ま
し
た
。
公
務
災
害
と
し

て
認
定
さ
れ
る
ま
で
、
遺
族
は
５
年

半
も
の
間
た
た
か
わ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
で
し
た
。
妻
の
祥
子
さ
ん
は
、

辛
苦
の
過
去
に
向
き
合
い
、
「
夫
を

止
め
ら
れ
な
か
っ
た
自
分
を
責
め

た
」
と
振
り
返
り
ま
す
。
そ
の
祥
子

さ
ん
が
、
働
き
方
を
特
集
す
る
全
教

発
行
の
『
ク
レ
ス
コ
』
２
月
号
に
登

場
し
、
次
の
よ
う
に
述
べ
て
い
ま
す
。

「
も
っ
と
現
場
の
声
を
聴
い
て
ほ
し

い
。
ど
ん
ど
ん
新
し
く
要
求
さ
れ
る

仕
事
に
対
し
て
、
圧
倒
的
に
教
師
の

数
が
少
な
い
。(

中
略)

行
政
だ
け

で
な
く
、
教
師
も
保
護
者
も
地
域
も

み
ん
な
が
未
来
の
教
育
を
つ
く
る
責

任
者
で
当
事
者
で
あ
る
」
と
。

「
工
程
表
」
で
は
、
２
０
２
０
年

度
か
ら
の
実
施
と
な
っ
て
い
ま
す
。

教
職
員
増
な
ど
抜
本
的
な
施
策
に
つ

い
て
、
当
事
者
と
し
て
の
声
を
上
げ

て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

２０１９年１月３１日 ひ や ま 第１２号

教育はなぜ無償でなければならないか

第
二
次
世
界
大
戦
後
、
フ
ラ
ン

ス
第
４
共
和
国
憲
法
（
１
９
４
６

年
）
は
、「
あ
ら
ゆ
る
段
階
に
お
け

る
無
償
（
中
略
）
の
公
教
育
を
組

織
す
る
」
と
定
め
、
現
在
に
至
っ

て
い
る
。

日
本
で
も
５
世
紀
に
、
学
習
幸

福
論
を
基
調
と
す
る
儒
学
の
教
典
、

孔
子
（
紀
元
前
６
～
５
世
紀
）
の

言
行
録
『
論
語
』
が
伝
わ
る
。
７

世
紀
初
頭
、
遣
隋
使
を
派
遣
し
た

聖
徳
太
子
（
厩
戸
皇
子
）
は
、
学

資
支
給
（
無
償
）
の
法
隆
寺
学
問

所
を
開
設
し
（
学
問
の
起
源
）、
９

世
紀
、
遣
唐
使
に
派
遣
さ
れ
た
空

海
（
弘
法
大
師
）
は
、
庶
民
が
無

償
で
諸
学
問
が
学
べ
る
学
校
、
綜

芸
種
智
院
を
開
設
し
た
。
江
戸
時

代
の
寺
子
屋
の
授
業
料
は
、
親
の

懐
具
合
に
応
じ
た
「
謝
礼
」
で
あ

り
、
無
償
教
育
的
慣
習
が
、
世
界

有
数
の
教
育
普
及
国
の
基
盤
と
な

っ
た
。

明
治
維
新
後
、
権
利
と
し
て
の

無
償
教
育
論
（
『
労
働
世
界
』

号
、

9

１
８
８
９
年
。
社
会
民
主
党
宣
言
、

１
９
０
１
年
）
が
唱
え
ら
れ
、
日

本
教
員
組
合
啓
明
会
「
教
育
改
造

の
４
網
領
」
（
１
９
１
９
年
）
は
、

「
教
育
を
受
け
る
権
利
―
学
習
権

は
人
間
権
利
」
、
「
社
会
義
務
」
と

し
、
「
小
学
よ
り
大
学
に
至
る
ま
で

の
公
費
教
育
―
（
１
）
無
月
謝
（
２
）

学
用
品
の
公
給
（
３
）
最
低
生
活

費
の
保
障
」
を
主
張
し
た
。

こ
れ
ら
の
思
想
が
日
本
国
憲
法

（
１
９
４
６
年
公
布
）
の
「
教
育

を
受
け
る
権
利
」
と
「
無
償
」（
26

条
）
規
定
の
歴
史
的

背
景
で
あ
り
、

国
際
人
権
Ａ
規
約

条
の
理
念
に
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通
じ
て
い
る
。

(

終
わ
り)

三
輪
定
宣
論
文
ー
表
面
の
続
き

<資料> 日本国憲法第26条

①

す
べ
て
国
民
は
、
法
律
の

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の

能
力
に
応
じ
て
、ひ
と
し
く
教

育
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
。

②

す
べ
て
国
民
は
、
法
律
の

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の

保
護
す
る
子
女
に
普
通
教
育

を
受
け
さ
せ
る
義
務
を
負
う
。

義
務
教
育
は
、こ
れ
を
無
償
と

す
る
。

うれしいとき、かなしいとき

にあなたを応援します。

総合共済 月々６００円

さらに退職時には

掛金が

全額戻ります！

●結婚祝金に１０,０００円

●出産祝金で5,０００円

●災害見舞金に１０万円(全壊)

など他にもいろいろ

公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン(抜粋部分を本紙が一部編集)
平成31年1月25日 文部科学省

３． 勤務時間の上限の目安時間

(1) 本ガイドラインにおいて対象となる「勤務時間」の考え方

● 教師の専門職としての専門性や職務の特徴を十分に考慮しつつ、「超勤４項目」以外の業務が長

時間化している実態も踏まえ、こうした業務を行う時間も含めて「勤務時間」を適切に把握するた

めに、ガイドラインにおいては、在校時間等、外形的に把握することができる時間を対象とする。

● 教師等が校内に在校している在校時間を対象とすることを基本とする。所定の勤務時間外に校

内において自らの判断に基づいて自らの力量を高めるために行う自己研鑽の時間その他業務外の

時間については、自己申告に基づき除くものとする。

● 校外での勤務についても、職務として行う研修への参加や児童生徒等の引率等の職務に従事し

ている時間については、時間外勤務命令に基づくもの以外も含めて外形的に把握し、対象として合

算する。各地方公共団体で定める方法によるテレワーク等によるものについても合算する。

(2) 上限の目安時間

① １か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が、

４５時間を超えないようにすること。

② １年間の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が、

３６０時間を超えないようにすること。

(３) 特例的な扱い

① 上記(2)を原則としつつ、児童生徒等に係る臨時的な特別な事情により勤務せざるを得ない場

合についても、１年間の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた

時間が、７２０時間を超えないようにすること。この場合においては、１か月の在校等時間の総時間か

ら条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が４５時間を超える月は、１年間に６月まで

とすること。

② １か月の在校等時間の総時間から条例等で定められた勤務時間の総時間を減じた時間が１００

時間未満であるとともに、連続する複数月（２か月、３か月、４か月、５か月、６か月）のそれぞれの期

間について、各月の在校等時間の総時間から条例等で定められた各月の勤務時間の総時間を減

じた時間の１か月当たりの平均が、80時間を超えないようにすること。

特
集

い
か
せ
、
学
校
現
場
の
声

教
職
員
の
働
き
方
を
考
え
る

定
期
購
読

月
５
０
０
円

お
申
し
込
み
は
檜
山
教
組
へ

２０１９年2月号

教
師

増
や
さ
な
い
と
無
理

勤務時間上限ガイドライン

「
Ｎ
Ｏ
！
過
労
死
」
を
訴
え
る
工
藤
祥
子
さ
ん

最
大
月

ま
で
可


